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株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション
取締役 最高財務責任者（CFO）

第七次中期経営計画で掲げた方針を、

強い意志を持ってやり切ります。

　長期ビジョン「Vision 2035」に基づく、第六次中期経営
計画（2023～2025年度）の最終年度となった2025年度
の連結売上高は、前年度比4.9％増の6,090億円で過去最
高を更新しました。
　営業利益は、同20.2％増の610億円となりました。当期
純利益は、同115億円増益となる419億円となるなど、前
年度に引き続き各段階利益で過去最高益を更新しました。
この結果、ROEは前年度比2.3pts向上し11.5％となりまし
た。営業利益は、米インフレ抑制法（IRA）補助金を2023～
2025年度の3カ年分を計上した結果、35億円の増益影響
がありましたが、それを差し引いても計画最終年度を、想定

以上の結果で締めくくることができたと評価しています。
原動力となったのは、3年間の累計が前中期経営計画から
倍増した営業キャッシュ・フローが示す、全事業セグメント
の「稼ぐ力」の強化です。特殊電池を除き、国内外の自動車
用鉛蓄電池、産業用電池電源、車載用リチウムイオン電池
がそろって増益となり、計画値に対しても、材料価格の変動
などの影響を受けた車載用リチウムイオン電池以外が、目
標を達成しました。販売数量増と、売価是正を着実に進め
ることで、年度を重ねるごとに利益が積み上がっていった
ことが事業部門の自信につながり、高い付加価値の提供
と売価への意識が強くなってきたことを実感しています。
また、地域戦略の転換も功を奏しました。中国事業からの
撤退を決定し実行に移したことによる損益改善やアセアン
拠点の生産販売力強化による収益力改善が業績アップに

全社の「羅針盤」として

40 GS YUASA Report 2026 41GS YUASA Report 2026

目
次
に
戻
る

　第七次中期経営計画では、最終年度の財務目標として連
結売上高は7,200億円、営業利益は650億円を設定しまし
た。利益の伸びがもの足りないという声をいただいたこと
も事実ですが、2025年度の米国IRA補助金を控除した
567億円を起点としていること、投資に軸足を置いた
フェーズでもあること、高まる原料価格の上昇などのリス
クを考慮した上で、一定のストレスをかけた目標であること
をご理解いただきたいと思います。
　本計画では、特に産業用電池電源と海外の自動車用鉛
電池が利益拡大のドライバーとなる想定ですが、引き続き
全事業で「稼ぐ力」の強化を追求し、計画値を最低限としな
がら少しでも上乗せしていきたいと考えています。
　モビリティ分野では、鉛蓄電池の高容量化や高耐久性を
はじめとする高度化するニーズに対応するとともに、既存
工場の稼働率の向上や、投資効率の高い投資と原価低減
に力点を置き、収益性を徹底的に高めていく方針です。社
会インフラ分野では、戦略投資と並行し足元で拡大する需
要を確実につかんでいきます。電力貯蔵システム（ESS）市
場で純国産メーカーとしての差別化によって、市場ポジショ
ンをより強固なものにしていくとともに、国内外で機会が
拡大するAIDC向けでも収益拡大を図ります。防衛用では、
オンリーワンの特殊電池の受注拡大に努めます。
　地政学リスクの顕在化に伴い、原材料費の急激な高騰が
想定されますが、変化への感度を高め、短期的には売価へ
の反映やコスト削減を進めるとともに、外部との連携も絡
めながら調達先の多様化や技術開発などを、先回りして進
めていく考えです。

大きく寄与しました。トルコ事業からの撤退を決定する一
方で、タイのさらなる生産能力拡大や既存事業の設備更新
などへの投資も決定し、次のステップに向けた準備も進め
ています。
　私には、かつて在籍した子会社が大きな減損損失を発生
させた苦い経験があります。投資の際に投資回収性をより
丁寧に精査していれば、回避できたかもしれない損失だっ
たと大いに悔やんでいます。こうした経験もあり、私は企業
価値を向上させていく上で、回収できない投資を未然に防
ぐことをはじめ、会社を正しい方向に向かわせること、つま
り全社の「羅針盤」となることがCFOの責務と認識するよ
うになりました。

　当社は、BEV市場の成長鈍化をはじめとする近年の大き
な環境変化を受け、長期ビジョン「Vision 2035」をアップ
デートしました。「モビリティ」と「社会インフラ」という2軸
に変更はありませんが、「モビリティ」では自動車用鉛蓄電
池事業の長期的な需要見通しを従来の縮減から堅調に推
移していく方向へと改め、安定的なキャッシュ創出の基盤と
して位置付けました。車載用リチウムイオン電池は、選別投
資によってリスクを抑えながら収益性を高めていくこととし
ています。一方、再生可能エネルギーの拡大やAIデータセ
ンター（AIDC）の建設ラッシュを背景として、拡大が予想さ
れる常用・非常用電源ならびに、安全保障の重要性の高ま
りに対応する防衛用途などの特殊電池から構成される「社
会インフラ」を新たに将来の中核事業と位置付け、ポート
フォリオの変革を進めていく方針としました。
　第七次中期経営計画は特に「社会インフラ」の基盤構築
フェーズと位置付け、増産に向けた積極投資を行っていく
方針です。当社の勝ち筋が見えている分野ですので、しっ
かりと将来に向けた礎を築いていき、第八次中期経営計画
で本格的な刈り取りを進めていくことで、早い段階で750
億円以上の営業利益の達成を目指していきます。計画の公
表に合わせ、事業の位置付けを明確化するために開示セグ
メントも「モビリティ」と「社会インフラ」に変更し、航空・宇
宙・防衛を独立したサブセグメントとすることで、情報開示
レベルを向上させることとしました。

将来に向けた礎を築く
第七次中期経営計画

目指す姿の実現に向けた中長期戦略 GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ
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目指す姿の実現に向けた中長期戦略

　既存事業の収益力強化を通じ、安定的に営業キャッシュ・
フローを創出するとともに、それを成長分野への投資と持
続的な株主還元の拡充につなげる好循環を、より力強く回
していく考えです。40％以上の自己資本比率、営業キャッ
シュ・フロー対有利子負債比率3年程度をめどとする財務
健全性の維持を前提に、最適な資金調達方法を選択してい
きます。3カ年累計の営業キャッシュ・フローは、約1,800億
円を見込んでおり、これに外部資金を加えた約2,550億円
のキャッシュインのうち、成長投資に1,350億円を投じる計
画です。設備更新等の基盤投資と合わせ、前中期経営計画
を約450億円上回る約2,250億円の投資を実施していく
予定です。成長投資のうち約850億円を社会インフラのリ
チウムイオン電池の新工場や、特殊電池の増産投資に投じ
ていき、モビリティ分野では車載用リチウムイオン電池の
新製品開発やアセアンなどでの小規模のM&Aを進めてい
く計画です。
　株主還元については、これまでの総還元性向30％以上
とする株主還元から、「DOE3.0％を目安とする累進配当」

社ROICの現場への落とし込みといったしくみの整備に加
え、社員一人ひとりが企業価値向上への貢献を実感できる
よう、丁寧な対話を継続します。
　当社は長い間、「自動車用の鉛蓄電池の会社」というイ
メージを世の中から抱かれ、蓄電池技術を活かし広く社会
に貢献できる大きなポテンシャルを持った会社としての方
向性を、明確にお示しできていませんでした。この反省を踏
まえ、第七次中期経営計画には、総合電池メーカーとして
の強みと、確かな勝ち筋を持つ会社であることをご認知い
ただきたいという強い想いを込めました。この計画はまた、
計画期間を超えて5年先、10年先の企業価値向上も見据
えて策定しています。長期的な企業価値向上を実現してい
くために、着実な投資の実行はもとより、徹底した技術の磨
きこみなど、将来の成長に向けた種まきを着実に進めま
す。社会への価値提供が、長期的な経済価値の向上につな
がることを社員が意識していくことも重要であるため、マ
テリアリティも本業と社会価値とのつながりがより理解で
きる形式に見直しました。
　言うまでもなく、何よりも重要なことは、お示しした成長
ストーリーを確実に成功させることです。1倍を下回って
推移していたPBRは1倍を大きく超えており、PERも大幅
に上昇するなど、当社の成長にご期待いただいていると認
識しています。そのご期待を裏切ることがないよう、自信
を持ってこの計画を確実にやり切っていきたいと考えてい
ます。

　第七次中期経営計画では、大規模な投資を実行していく
ため、ROICならびにROEに低下圧力がかかることになり、
ROICとROEともに「9％以上」という前計画よりも低い目
標値を設定しています。しかし、これを最低限とし全社で資
本コスト、投資回収性を強く意識して目標値を超える努力
を行っていく考えです。当社は以前から、研修や勉強会を繰
り返し開催し、ROICの現場への浸透を図ってきました。当
初は資本コストに関する理解を含め、ROICへの認識に濃
淡がありましたが、この3年間で資本コストを意識してより
高いROICをたたき出そうという意識が、全事業部門で高
まってきたことを実感しています。ROICが2023年度から
2025年度にかけて大きく改善したことがその証左です。
第七次中期経営計画のスタートに当たり、実効性をより一
層高めるための方策を事業部と共に詰めていきました。逆
ツリー展開によって事業部ごとのバリュードライバーを設
定し、さらにそれらを各事業部の事業特性や、成長ステー
ジを加味した独自のKPIに落とし込みました。役員報酬も、
短期業績連動報酬である年次賞与に関し、ROICも明確に
評価指標とし、資本効率の改善も重視した設計に変更して
います。保有の意義が乏しい政策保有株式などの金融資産
の縮減を着実に進め、企業価値向上につながる分野へ資本
を振り向けます。
　負債を含む最適な資金調達に加え業績予想の精度を高
めることでも、資本コストの低減を図っていく考えです。情
報収集の迅速化とより確度の高い数字への落とし込みに
加え、想定外の変化への対応力を高めるため、意識改革と
しくみの強化に取り組みます。

　「企業価値を持続的に向上させる」ことを実現するため
には、人の意識を企業価値向上に向けて収れんさせていく
ことが、極めて重要となります。社長をはじめとする経営陣
がこれまで対話を重ねてきた結果、各事業部には浸透しつ
つありますが、一人ひとりの社員への一層の浸透が進め
ば、より力強い利益成長が実現できると考えています。全

に見直しました。社会インフラへの投資を実行しながらも
安定的な増配を行い、単年度の利益変動に左右されること
なく収益拡大の成果を還元することで、安心して当社株を
保有していただきたいという考えが背景にあります。この
還元方針に基づき、2026年度の年間配当金は、2025年
度比で8円増配となる98円を予想しています。
　自己株式の取得は、財務健全性および投資機会とのバ
ランスを勘案し、資本効率向上の観点から実施するか否か
を判断していきます。

資本効率を全社で追求する会社に

社会価値を企業価値の
持続的向上につなげる

利益成長を投資と還元につなげる
好循環を追求

(2026年6月24日インタビュー実施)
第七次中期経営計画の目標 ー資本政策、財務方針ー

単年度の利益変動に左右されず、将来的な
収益拡大の成果を株主還元の向上として反
映するために、株主資本配当率（DOE）
3.0％を目安とする累進配当を目標とする。

第六次中計目標
総還元性向 
30％以上

第七次中計目標

株主資本配当率（DOE）3.0％目安 ＋ 累進配当  

事業部門

● 鉛蓄電池（国内）
● 鉛蓄電池（海外）
● リチウムイオン電池

● 産業電池電源
● 航空・宇宙・防衛

モビリティ

社会インフラ

営業CF
成長に必要な

営業CFを既存事業
中心に確保

投融資
● 社会インフラ
● モビリティ
● 事業基盤への投資

外部調達

直接・間接問わず
さまざまな

資金調達を検討

株主還元

株主資本
配当率(DOE)

3.0％目安＋累進配当

営業CF対有利子負債比率※1

株主資本配当率（DOE）※2

自己資本比率

3年程度
3.0%目安

40%以上維持

2028年度 目標（2028年4月～2029年3月）

営業キャッシュ・フロー

投資キャッシュ・フロー

フリーキャッシュ・フロー

　1,800億円
△2,250億円
　△450億円

第七次中期経営計画 3カ年累計

※1 有利子負債（リース債務含む）÷営業キャッシュ・フロー
※2 （配当金額+自己株式取得価額）÷株主資本

成長と還元に
必要な資金の
最適化

キャッシュの流れ

成長の還元

GSユアサの「価値創造」GSユアサの歴史と今 目指す姿の実現に向けた
中長期戦略

価値創造に向けた
「事業戦略および基盤戦略」 ガバナンス コーポレート・データ


